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スリランカ民主社会主義共和国

　　　独立行政法人日本貿易振興機構 （ジェトロ）

　　　　　　海外調査部アジア大洋州課 三木　貴博

任命と国会議員の賛成なき国会解散という決定を

全て違憲とする判決を下し、政治混乱は終息した。

次期大統領選挙は 2019 年 11 月 16 日に実施予

定だ。この約 50日間にわたる政治混乱はスリラ

ンカ経済に大きな影響を及ぼし、スリランカ・ル

ピーの売りが加速、対ドルベースで 2017 年の期

中平均比で最大 20％安となった。

　さらにスリランカを不運が襲った。2019 年 4

月 21 日、スリランカの最大都市コロンボを含む

国内 8カ所で、キリスト教徒と外国人をターゲッ

トにした同時爆破テロが発生し、教会と五つ星

ホテルなどで日本人を含む 250 人が亡くなった。

テロ直後、スリランカ政府は非常事態宣言を発動

し、各国は渡航危険レベルを引き上げ、日本の外

務省もスリランカの危険レベルを「レベル 2（不

要不急の渡航はやめてください）」にした。その後、

スリランカの治安当局による大規模かつ集中的な

捜査や警備強化によって、治安状況が安定したこ

とを受け、各国は危険度の引き下げに動き、日本

の外務省も 6月 25日、危険レベルを「レベル 2」

から、「レベル 1（十分注意してください）」に変

更した。スリランカ政府は 8月 23 日には 4カ月

ぶりに非常事態宣言を解除した。

　　概況（政治状況、マクロ経済）

　スリランカは、2009 年に 29 年にわたる内戦
が終結して以降、順調に経済発展を遂げ、IMF よ

ると 2018 年の一人当たり GDP は 4,068 ドルと、

南アジア地域において突出した高い経済水準を実

現している。一方、2018 年のスリランカの実質

GDP 成長率は前年度から 0.2 ポイント落ち込み

3.2％にとどまり、1989 年以降で初めて 2年連続

で 4％を下回った。スリランカの経済成長の牽引

役の一つは観光業で、財政難に苦しむ同国の貴重

な外貨獲得産業となっている。そのため、今後の

スリランカ経済の先行きを見通す上では、2019

年 4月に発生した同時爆破テロによる影響は看過

できない。2019 年 5月にはスリランカ中央銀行

総裁が 2019 年の成長率を 3％に下方修正するな

ど、不透明感が漂っている。

　2018 年には大きな政治混乱も起きた。2018

年 10 月にシリセナ大統領がウィクラマシンハ首

相を突如解任し、ラージャパクサ前大統領を新首

相に任命したのだ。国会は新首相への不信任案を

可決したため、大統領は同年 11月に国会解散を

表明。最高裁判所は 12 月、大統領による新首相

　　経済・産業動向

⑴観光産業　 
  ～テロで観光客激減も、治安の回復を受け急回
復～
　スリランカは、国内に 8つの世界遺産を持つな
ど観光資源が豊富で、2012 年から 2017 年の 5
年間で観光客数は倍増、2018 年の観光客数も前
年比 10.3％増の 233 万人と右肩上がりが続いて
いた。2018 年秋には、世界的に有名な観光情報
誌「ロンリープラネット」で「2019 年に行くべ
き国ランキング」の 1位に選出され、2019 年も
観光客数の増加が望まれていた。
　こうした状況の中、2019 年 4月に同時爆破テ
ロが発生し、スリランカ政府観光開発局による
と、翌 5月の海外からの旅行客数は前年同月比
70.8％減の 3万 7,800 人に激減した。スリラン
カ政府は、テロにより失われたスリランカの安全
に対するイメージを改善すべく、広範囲にわたる
具体的施策を速やかに講じた（図表１）。
　スリランカ政府による迅速な観光復興施策の導
入や、治安当局による治安状況の急速な安定化が
功を奏し、各国が危険レベルを短期間で引き下げ

た結果、観光客は力強い回復を見せ（図表２）、6
月には前年同期比 57.0％減、7月には 46.9％減、
8月には 28.3％減となった。観光客数の回復を
受け、中国東方航空やエミレーツ航空は、テロに
より停止していた定期便を 9月から復活させてい
る。スリランカの観光業の一日も早い平常化が期
待される。
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注　(4)(5) はスリランカ観光開発局（SLTDA）に登録する
ホテルと旅行代理業が対象。期間は 2019 年 5 月 7 日から
2020 年 3 月 31 日まで。

出所：スリランカ政府発表をを基にジェトロ作成

図表１：主な観光復興施策

図表 2：2018 年と 2019 年の月別旅行客到着数の推移比較
（単位：人）

出所：スリランカ政府観光開発ウェブサイトを基に JETRO 作成
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発途上国に分類されることで先進各国から適用さ
れる、一般特恵関税（GSP）の優遇制度が活用さ
れており、特に EU 向けでは、GSP より幅広い品
目の関税が免除となる GSP プラスが適応されて
いる。スリランカは、内戦中の人権問題を理由に
2010 年以降 GSP プラスの認証を剥奪されていた
が、現政権による人権問題への取り組みなどが評
価され、2017 年 5 月に再認定され、GSP プラス
の復活が輸出拡大を後押ししている。

■スリランカ基礎データ
国 名
面 積

スリランカ

6 万 5,610 ㎢（日本の 0.17 倍）

2,167 万人（2018 年）

スリジャヤワルダナプラコッテ

882 億米ドル（2018 年推計）

4,068 米ドル（2018 年推計）

△10,343（2018 年）

① 繊維製品・衣料品（44.7％）
② 茶（12.0％）
③ ゴム製品（7.4％）

① 燃料（18.7％）
② 繊維製品（12.9％）
③ 機械・機器（11.2％）

△2,814（2018 年）
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⑵アパレル産業 
　～ GSP を活用した欧米向け輸出が盛ん～

　スリランカの主要輸出産業はアパレル産業であ
り、2018 年の輸出額（118 億 9,000 万ドル）の
4 割以上を衣料品・繊維製品が占めている。輸出
先は主に欧米諸国で、金額ベースで、米国向けが
46%、EU 向けが 39.6% と両国・地域で全体の 8 
割以上を占めている。欧米諸国への輸出には、開

　一方、スリランカは 2018 年に 1 人当たり GDP
が 4,000 ドルを超えたこともあり、GSP プラスを
含めた特恵関税の打ち切りについて欧米諸国とス
リランカ政府との間で議論が続いている。特恵関
税を享受できる間に各産業が競争力をつけるとと
もに、各国との貿易協定を拡充していくことなど
が求められる。

　　投資情報

⑴世界からの進出動向　

　スリランカ投資委員会（BOI）によると、2018

年のスリランカへの対内直接投資額（BOI 認可案

件ベース）は前年比 38.4％増の 23億 6,700 万ド

ルと、2年連続で過去最高を更新した。対内直接

投資を国・地域別にみると、中国が最大で投資総

額の 46.0％を占める。

　2018 年の中国企業による主な投資は 2017 年

に続き中国の「一帯一路」構想に関するプロジェ

クトであり、スリランカ南部で進められる「ハン

バントタ港の開発」および首都コロンボの沿岸

部で進められる「コロンボ・ポートシティの開

発」に関するものであった。ポートシティの開発

は 2041 年の完成に向け、2019 年 1 月に用地の

埋め立て工程が完了。完成後には 8万 3,000 人

の雇用を生み、25 万人が居住することが見込ま

れている。同ポートシティは、交通、エネルギー

およびセキュリティーの観点で、先進的な技術が

導入されたスマートシティとして開発が進んでい

る。同プロジェクトの開発を進める中国国営企業

は、日本企業から省人化につながるロボット技術

や、省エネ化を実現する EMS（エネルギー・マ

ネジメント・システム）などの提案に期待を寄せ

ている。

⑵日本企業による進出動向

　2018 年の日本からスリランカへの直接投資額
は前年比 59.1％減の約 1900 万米ドル（構成比

0.8%）となり、過去最高水準であった 2017 年

から大幅に減少した。日本からの主な投資は前年

に続き、ホテルや住宅開発などに関連するもので

あったが、案件数、投資額ともに減少した。大型

案件としては、小田急電鉄による南部マータラで

の高級リゾートホテル開発に関連した投資があっ

た。なお、小田急電鉄は、4月のテロ事件を受け、

開発許可取得の判断を保留していたが、観光客の

回復を受け、許可取得に向け動いていく予定とい

う。スリランカ投資委員会とジェトロが 2019 年

9月に東京で開催したセミナーで講演したスリラ

ンカの開発戦略・国際貿易相は、「スリランカは

4月に発生した同時多発テロから回復しており、

生活やビジネスの環境は平常に戻りつつある」と

したうえで、「スリランカはインド洋のハブであ

り、日本企業が南アジア、アフリカ、ヨーロッパ

から事業を展開し、アクセスするための非常に有

利な理想的な場所である」と述べ、日本企業への

積極的な投資を呼びかけた。テロからの復興を目

指すスリランカの今後に注目していきたい。
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図表 3： スリランカの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100 万ドル、％）

( 注 )2018 年は暫定値
出所 : スリランカ中央銀行「Annual Report 2018」
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発途上国に分類されることで先進各国から適用さ
れる、一般特恵関税（GSP）の優遇制度が活用さ
れており、特に EU 向けでは、GSP より幅広い品
目の関税が免除となる GSP プラスが適応されて
いる。スリランカは、内戦中の人権問題を理由に
2010 年以降 GSP プラスの認証を剥奪されていた
が、現政権による人権問題への取り組みなどが評
価され、2017 年 5 月に再認定され、GSP プラス
の復活が輸出拡大を後押ししている。

■スリランカ基礎データ
国 名
面 積

スリランカ

6 万 5,610 ㎢（日本の 0.17 倍）

2,167 万人（2018 年）

スリジャヤワルダナプラコッテ

882 億米ドル（2018 年推計）

4,068 米ドル（2018 年推計）

△10,343（2018 年）

① 繊維製品・衣料品（44.7％）
② 茶（12.0％）
③ ゴム製品（7.4％）

① 燃料（18.7％）
② 繊維製品（12.9％）
③ 機械・機器（11.2％）

△2,814（2018 年）

139 米ドル

89 拠点

人 口

首 都
名 目 Ｇ  Ｄ  Ｐ

１人当たりＧＤＰ

貿 易 収 支

実質ＧＤＰ成長率

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：スリランカ中央銀行

出所：IMF

出所：IMF
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(100 万米ドル )

( 金額上位の品目名 )

経 常 収 支

主 な 輸 出 品 目

出所：外務省

( 金額上位の品目名 )

( 一般工職 )

主 な 輸 入 品 目

進出日系企業数

メーカー
月額基本給

出所：「2018 年度 アジア・オセアニア
　　　進出日系企業実態調査」

(100 万米ドル )

⑵アパレル産業 
　～ GSP を活用した欧米向け輸出が盛ん～

　スリランカの主要輸出産業はアパレル産業であ
り、2018 年の輸出額（118 億 9,000 万ドル）の
4 割以上を衣料品・繊維製品が占めている。輸出
先は主に欧米諸国で、金額ベースで、米国向けが
46%、EU 向けが 39.6% と両国・地域で全体の 8 
割以上を占めている。欧米諸国への輸出には、開

　一方、スリランカは 2018 年に 1 人当たり GDP
が 4,000 ドルを超えたこともあり、GSP プラスを
含めた特恵関税の打ち切りについて欧米諸国とス
リランカ政府との間で議論が続いている。特恵関
税を享受できる間に各産業が競争力をつけるとと
もに、各国との貿易協定を拡充していくことなど
が求められる。

　　投資情報

⑴世界からの進出動向　

　スリランカ投資委員会（BOI）によると、2018

年のスリランカへの対内直接投資額（BOI 認可案

件ベース）は前年比 38.4％増の 23億 6,700 万ド

ルと、2年連続で過去最高を更新した。対内直接

投資を国・地域別にみると、中国が最大で投資総

額の 46.0％を占める。

　2018 年の中国企業による主な投資は 2017 年

に続き中国の「一帯一路」構想に関するプロジェ

クトであり、スリランカ南部で進められる「ハン

バントタ港の開発」および首都コロンボの沿岸

部で進められる「コロンボ・ポートシティの開

発」に関するものであった。ポートシティの開発

は 2041 年の完成に向け、2019 年 1 月に用地の

埋め立て工程が完了。完成後には 8万 3,000 人

の雇用を生み、25 万人が居住することが見込ま

れている。同ポートシティは、交通、エネルギー

およびセキュリティーの観点で、先進的な技術が

導入されたスマートシティとして開発が進んでい

る。同プロジェクトの開発を進める中国国営企業

は、日本企業から省人化につながるロボット技術

や、省エネ化を実現する EMS（エネルギー・マ

ネジメント・システム）などの提案に期待を寄せ

ている。

⑵日本企業による進出動向

　2018 年の日本からスリランカへの直接投資額
は前年比 59.1％減の約 1900 万米ドル（構成比

0.8%）となり、過去最高水準であった 2017 年

から大幅に減少した。日本からの主な投資は前年

に続き、ホテルや住宅開発などに関連するもので

あったが、案件数、投資額ともに減少した。大型

案件としては、小田急電鉄による南部マータラで

の高級リゾートホテル開発に関連した投資があっ

た。なお、小田急電鉄は、4月のテロ事件を受け、

開発許可取得の判断を保留していたが、観光客の

回復を受け、許可取得に向け動いていく予定とい

う。スリランカ投資委員会とジェトロが 2019 年

9月に東京で開催したセミナーで講演したスリラ

ンカの開発戦略・国際貿易相は、「スリランカは

4月に発生した同時多発テロから回復しており、

生活やビジネスの環境は平常に戻りつつある」と

したうえで、「スリランカはインド洋のハブであ

り、日本企業が南アジア、アフリカ、ヨーロッパ

から事業を展開し、アクセスするための非常に有

利な理想的な場所である」と述べ、日本企業への

積極的な投資を呼びかけた。テロからの復興を目

指すスリランカの今後に注目していきたい。
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図表 3： スリランカの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100 万ドル、％）

( 注 )2018 年は暫定値
出所 : スリランカ中央銀行「Annual Report 2018」
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